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高度専門職・継続雇用の高齢者に関する無期転換ルールの特例に関する労働条件の明示について
有期雇用特別措置法により、｢高度専門職・継続雇用の高齢者に関する無期転換ルールの特例｣の認定を受けた事業主は、『専門的知識等を有する有期雇用労働者』および『定年に達した後引き続いて雇用される有期雇用労働者』に労働条件を明示する際（契約の締結・更新時）にそれぞれ無期転換申込権が発生しない期間であることを書面で明示するとともに『高度専門職』に対しては、対象となるプロジェクトの具体的な範囲も書面で明示する必要があります。
本書式を特例の対象者に使用する場合は、契約期間および従事すべき業務の内容として別紙（※）を添付して明示するようにしてください。
（注）「高度専門職・継続雇用の高齢者に関する無期転換ルールの特例」については、厚生労働省および都道府県労働局等でご確認ください。
【該当商品】
・労務20および労務20-Nをご利用の場合
「その他」の欄に「無期転換ルールの特例の対象者の契約期間および従事すべき業務の内容は別紙」と記載して、雇用契約書と別紙を合わせて明示してください。
・労務20-1Nをご利用の場合
「その他」の欄の「その他（　　）」に「無期転換ルールの特例の対象者の契約期間および従事すべき業務の内容は別紙」と記載して、労働条件通知書と別紙を合わせて明示してください。
◆明示すべき事項の例
	１．契約期間は以下のとおりとする　
[Ⅰ･Ⅱのいずれか該当するものを○で囲み、Ⅰの場合はその業務の開始から開始から完了までの期間を明記します]
【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】
無期転換申込権が発生しない期間： Ⅰ（高度専門）・Ⅱ（定年後の高齢者）
Ⅰ 特定有期業務の開始から完了までの期間（ 　　　　年 　　　　か月（上限10年））
Ⅱ 定年後引き続いて雇用されている期間
２．従事すべき業務の内容は以下のとおりとする
[高度専門職の場合、認定を受けた第一種計画に記載した業務内容とその開始日、完了日を明記します]
【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】
特定有期業務（ 　　　　　　　　　　　　　　開始日:   　  　　完了日： 　 　　    ）
　有期労働契約の契約期間が通算５年を超える場合には、原則、労働契約の期間の末日までに労働者から申込みをすることにより、期間の定めのない労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置法により、定年後の高齢者の場合は、定年後引き続き雇用される期間、および高度専門職の場合は（特定有期業務の開始から完了のまでの期間）無期転換権が発生いたしません。


· 別紙のひな型は、日本法令ホームページの【お知らせ】よりダウンロードすることが可能です。
日本法令ホームページ【お知らせ】　http://www.horei.co.jp/hanbai/osirase/161201_roumu
